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次期学習指導要領を視野に入れた、教育の方法・技術としての
ICTの利用と「アクティブ・ラーニング」について
大喜多 喜 夫
本稿では、目前に控えた次期の学習指導要領の改定の
基本的な指針となっている ICTの活用と、いわゆる「ア
クティブ・ラーニング」注0)を、教育の方法・技術の視点
から考察する。
考察する過程では、これら二つの指針が次期の学習指
導要領で取り上げられるようになった経緯についても、
平成元年以降の学習指導要領の変遷や、最近の文部科学
省の調査などを参考に考えたい。
また、ICT とアクティブ・ラーニングを中等教育の
現場で実践する場合の留意点についても、付随的な効果
も含め、実例を交えて考えたい。
 テーマ性からみる次期学習指導要領
筆者が、学習指導要領に興味を持ったのは、平成元年
（1989年）に告示された学習指導要領からだ。この改定
は、それ以前と以後の改定と比べると、その告示の方法
がユニークであった。通常、中学校と小学校の告示があ
り、その年後に高等学校の学習指導要領の告示があ
る。しかし、平成元年の改定の時は、同じ年の12月に実
施された。今回、予定されている学習指導要領の告示
も、同じような様相を今のところ、呈している。それだ
け、今回に予定されている改定に対する、文部科学省の
力の入れようが感じられる。
毎回の学習指導要領の改定に際しては、時代の流れや
教育事情を背景にして、テーマが設定されるのが常であ
る。平成元年以降に実施された、過去回の改定を振り
返っても明らかである。このテーマというのは、特定の
科目を対象にしたものではなく、将来の教育を展望した
ものである。つまり各教科、あるいは学習活動全体を視
野に入れた、総括的なものである。平成元年の改定に際
しては、テーマは個性の重視、及びコミュニケーション
能力の育成であり、その次の学習指導要領の改訂では、
基礎力の向上、及びグローバル化であった。そして現行
の学習指導要領に際しては、生きる力の育成、及び言語
活動の充実であった。
さて、予定されている次期の学習指導要領の改訂で
は、テーマは ICT の教育への積極的な導入とアクティ
ブ・ラーニングである。これについては、今まで伝わっ
てきた情報から判断すると、間違いなさそうである。
 テーマ性としての ICTの導入について
⑴ 新しい学習メディアとしての ICTの導入
ICT については、今のテクノロジーの進展を考える
と、その教育への応用が叫ばれるのは十分に理解でき
る。これと同じような出来事は、実は50年前にも起こっ
ている。今から思えば、第次学習メディアの改革とで
も言うべきものは、1960年代から1970年代にかけて起
こった。1957年に当時のソビエトが、人類初の人工衛
星注1)の打ち上げに成功し、NATOを中心にした西側諸
国は、ワルシャワ条約機構を枢軸とした東側諸国の工業
技術に追いつき、追い越せとばかり、その時の工業技術
を教育の場に反映しようとした。その結果として、今と
なってはまさに前世紀の遺物となった感のある、16mm
映写機、スライド映写機、オーバーヘッド・プロジェク
ター、さらには語学の教育現場では LLシステムが、競
うようにして導入された。特に、16mm 映写機につい
ては、都道府県の教育委員会が、教員の使用技術の向上
のため、初等及び中等教育の教員を対象に講習を実施し
て、認定書を発行したこともあった。
そのような意味では、今回の ICT の導入は、教育界
にもたらされる第
次学習メディアの改革と言える。実
に大きな波が、教育機器の世界に押し寄せている。しか
し、この第
の波は、1960年代に始まったものとは比較
にならないほどの規模である。この波の源流は、これか
らの私たちの生活様式そのものを、根底から変えるもの
であるからだ。この波は交通、物流、職種、商業のどの
分野にも影響を及ぼす波で、必ずしも教育機器にとどま
るものでない。
すでに教育現場にはこの10年ほどの間に、IC 機器は
急速に広まりつつある。コンピュータと連動した教材提
示である PowerPointは、その良い例である。これによ
り文字情報だけでなく、静止映像に限らず動画も提示で
きる。また、それに伴って必要となるハード面での装置
の設置も急速に進んでおり、ここ数年の間に電子黒板
や、学習者の間で、また教員と学習者の間で、情報をや
り取りができる iPadなどの通信機器の導入も広がって
いるように思われる。もちろん教育機器を手掛ける販売
業者も、競ってこの分野への参入を急ぎ、しのぎを削っ
ている。
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次期の学習指導要領における ICT の導入を促す社会
的な環境については、以上述べた通りである。しかし、
次期の学習指導要領で突然、ICT の導入を前面に打ち
出そうとしているのではない。平成20年告示の中学校学
習指導要領、平成21年告示の高等学校学習指導要領、平
成10年告示の中学校学習指導要領、平成11年告示の学習
指導要領には各所で、ICT の必要性が例示されている。
もっとも「ICT」という言葉ではなく、「コンピュータ
や情報通信ネットワークなどの情報手段」注2)というフ
レーズが、上のつの学習指導要領では使用されてい
る。なお、平成元年告示の中学校学習指導要領、また同
年告示の高等学校学習指導要領では、「視聴覚教材や教
育機器など」注3)と表記されている。
⑵ 平成22年作成の『教育の情報化に関する手引』
現行の学習指導要領が告示されたのは、中学校向けが
平成20年、高等学校向けが平成21年であった。しかし、
急速に進む教育の情報化に対応するため、文部科学省は
平成22年10月に『教育の情報化に関する手引』（以下、
『手引』）を作成し、これを公表した。この冊子の作成を
知らせる文部科学省生涯学習政策局情報教育課のホーム
ページのなかの、
．「概要」注4)にもあるように、ICT
を教科指導に限ることなく、校務の執行までのあらゆる
場面での活用を、学校現場のみならず、管轄する教育委
員会での積極的な活用を呼び掛ける。かくして教育メ
ディアとしての ICTは、その言葉自体、今後の日本の
教育を論じるうえで重要なキーワードとして位置づけら
れた。
また、この冊子の第章「教科指導における ICT 活
用」では、教科指導での ICT 活用の効果について、平
成17年度、及び平成18年度に文部科学省の委託を受けて
独立行政法人メディア教育開発センター（以下、セン
ター）が行った「教育の情報化の推進に資する研究
（ICT を活用した指導の効果の調査）」などの調査から、
ICT 活用による高い教育的な効果が見られた、という
報告がまとめられている。センターの調査によれば、
ICT の教育的な効果は、調査に参加した教員の側だけ
でなく、児童生徒の側からも、明らかだとしている。
教員の側からは、「ICT を活用して授業を行った教員
の98.0％が、関心・意欲・態度の観点において効果をみ
とめていた。」（文部科学省：2010，47）としている。こ
のほかにも、ICT を利用することで、児童・生徒が楽
しく授業に参画したことが、調査の対象となった教員か
ら報告されているという。また、児童生徒の側からは、
「学習に対する積極性や意欲、学習の達成感などすべて
の項目で、ICT を活用した授業の場合の方が、評価が
高かった。」（同，47）と報告している。
さらに ICT による学習効果の有無を調査するため、
センターが実施した客観テストからは、各教科の得点や
知識や技能の習得の点で、図が示すように、効果が認
められた、としている。このデータの対象となったの
は、中学校と高等学校を合わせて、授業数 28、生徒総
数 852である。
このような調査結果に基づき、『手引』では小学校、
中学校、及び高等学校の各教科において ICT を利用し
た授業の具体例が提示されている。
この冊子は、文部科学省が現行の学習指導要領の告示
後、間に合わそうと急いで作成された感があるが、今年
で	年目を迎える。そのような観点から見るわけではな
いが、ここに掲載されている各教科の ICT を使用した
学習指導の具体例は、現在この分野での先駆的なものと
比較すると、やや手本となる実践例として見劣りがす
る。というより、それだけ、この分野の変化が凄まじい
ということだ。
冊子には ICT を活用した授業活動例が、イラスト入
りで紹介されている。そのイラストを見る限り、ICT
の利用として紹介されているのは、教壇に立って授業を
進める教員（あるいは発表する生徒）が、手元にある一
台のコンピュータを（あるいは、時にはコンピュータだ
けでなく従来の教材提示装置も）利用している姿であ
る。紹介されているどの場面でも、生徒はじっと座り、
前を向いて聞き入っている。
『手引』が作成された平成22年当時、ICT の利用とい
うのは、PowerPointに代表されるような、教材をコン
ピュータで提示することがほとんどであった。時には音
声ファイルや動画ファイルを随意に提示できるこのよう
な学習風景は、長年、教師が慣れ親しんできた板書とは
比較にならないものであったに違いない。
しかし、これとて、早	年前の先駆的な授業風景だ。
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図：中学校・高等学校のテスト結果
（文部科学省：2010，48）
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今の先端的な ICT 授業形態では、生徒がそれぞれ一台
ずつ通信機器の端末を持ち、教員と生徒が、あるいは生
徒同士が、互いの端末上で情報を共有する。紹介されて
いるイラストの授業風景では、教壇に立った教員（ある
いは生徒）との情報のやり取りは、機器を使用しては行
われてはいない。また、交換されている情報は、ほかの
生徒は共有できないのである。この情報の交換と共有
は、生徒に一台ずつ情報機器の端末を持たせることで可
能となる。
情報機器の端末を各生徒に待たせる試みは、すでに始
まっている。特に私立の学校では、児童や生徒数の減少
のなか、学校の取り組みとして、これを一つの売りにし
ているような学校もある。さらに、黒板の代わりに、ホ
ワイトボードを利用し、それに IWB（interactive white
board）の機能を加えることで、さらに飛躍的な ICTを
利用した学習活動につなげる可能性を秘めたのが、今、
まさに始まっている教育の現場かもしれない。
この章では、ICT という言葉が教育界で定着した経
緯を、現行の学習指導要領の告示と関連させて考察し
た。現行の学習指導要領の告示のあと、急ぐようにして
作成した『手引』も今となっては、やや時代錯誤的な部
分もあることは上で述べた通りである。この冊子には小
学校、中学校、及び高等学校の ICT を利用した学習指
導の実践例がイラストで多く紹介されているが、これら
も同様、やや現状にマッチしていないのである。
このことは、文部科学省も十分承知しているのであ
る。だからこそ、今年中には告示される次期の学習指導
要領においては、ICT 教育を前面に打ち出した、つま
りこれを大きなテーマとした改定が行われることにな
る。ICT の活用については文部科学省も躍起になって
おり、説明会や報告書で機会あるごとに、このことを強
調している。
⑶ 学習メディアとしての ICT活用の基本
学習メディアとしての ICT の活用について考察する
前に、従前の学習メディアと ICTの特徴を指摘したい。
従前の学習メディアは、従来型メディア、視聴覚メ
ディア、及び CAI（computer-assisted/-aided instruction）
に分けられて論じられることが多かった。従来型メディ
アとは、学習メディアのうちでも電気とは無縁のもの、
すなわち教員の肉声、黒板（又は、白板）、教科書、印
刷物（又は、手書き）の資料、模型、リアリアなどがそ
うである。視聴覚メディアとは先に説明したスプートニ
ク・ショック以来、教育現場に導入されたもので、電気
によって作動する教育機器、すなわち16mm 映写機、
スライド映写機、オーバーヘッド・プロジェクター、
オーペイック・プロジェクター、ラジオ、テレビ、
VTR などである。CAI とは、まさにコンピュータに
よって支援された学習システムのことで、LAN（local
area network）を、多くの場合、生徒が使用する教室内
のコンピュータを教員が使用するコンピュータで結んだ
り、あるいは教員のコンピュータのディスプレイの画面
を、教室のスクリーンに RGB映写機で投影する場合が
考えられる。コンピュータ上の情報の提示ソフトも画期
的な進歩をとげ、デジタル化された情報は、これらのソ
フトを利用すると容易に提示できる。これまでの多くの
視聴覚メディアは、時代の遺物になるのも遠くはないで
あろう。
これらの従前からある授業風景と、ICT を活用した
先端的な授業形態の一つである IWB を導入した授業風
景との一番の違いは、後者の場合は教員と生徒が、ある
いは生徒同士が、ほかの機器と組み合わせることで、情
報を共有することができる点である。これまで、生徒が
文字化した情報をクラスが共有する場合は、その生徒が
黒板などで提示するよりほかはなかった。また、このよ
うにして提示できる情報の量には黒板で提示する場合、
スペース的に時間的に限界がある。この限界を超えるの
が ICTを活用した授業ということになる。
また、文字や図表を黒板やポスターなどを使用する場
面では、自分の意見や主張により説得力を持たせるため
に、ICT は大変有効であるかもしれない。情報端末は
黒板やポスターに代わる有益な機器である。IWB の機
能の一部を使用することによっても、有効に利用でき
る。また、クラス内で学習者が発表する場合、ICT を
利用した資料作りは、ある意味では、アナログではなく
デジタル上での作成が、学習者の視点に立って考える
と、よりハードルが低いのではないか。なぜなら、作成
に必要な空間的なスペースを確保する必要もなければ、
資料集めに奔走する時間も、随分と短縮できる。
さらに、ICT を活用することによって、グループで、
あるいはペアで行った作業の内容を、データ保存でき
る。そして、このデータは何時でもほかの学習者や教員
がアクセスすることができ、同じ内容の次の作業に引き
継ぎ、さらなる内容の充実につなげることができる。
ある意味では、作業の内容を保存し、引き継ぐことの
容易性は、変化の激しいこれからの社会環境では重要で
はないか。それまでの成果を、新たな情報に臨機応変に
対応させて、内容的にさらに高めることが容易にできる
からだ。
IWB を使用した授業形態の特徴は、これに留まるも
のではない。齋藤（2016）は、IWB を使用することで、
教室内にもたらされる変化を、授業スタイルの変化、授
業のプラニング化、メソッドの共有化のつに分けて考
察する。
授業スタイルの変化とは、教員の教室内での立つ位置
の変化である。従来では、教員は黒板を背にして、生徒
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が座るフロアーから一段高いところに立ち、クラス全体
に話しかけることが多かった。このスタイルが減少す
る。IWB を導入すれば、生徒同士、教員と生徒との相
互での情報のやり取りが極端に多くなる。
プラニング化とは、これまでの CAIの使用をさらに
発展させることで（あるいは、組み合わせることで）、
IWBは教材の準備にかかる手間暇を、一段と簡素化で
きるだけではない。準備した教材の、生徒への提示方法
に関わる手間も時間も、大幅に短縮できる。
メソッドの共有化とは、教員が時間と労力を費やして
作成した効果的な教材を、そのままほかの教員に引き継
げることである。これは従来も不可能ではなかった。し
かし、IWB を使用することで、授業のコンテンツを電
子レベルで集約し、引き継ぎを受けた教員がさらに進化
させることで、それは学校の共通財産となる。IWBは
板書の内容もそのまま引き継げる。教員のみならず、生
徒による IWB の情報を確認することで、なお一層の教
員間での生徒に対する集団指導体制も可能となる。この
ように授業のコンテンツの進化、共有化は、さらに教授
法、すなわちメソッドの改善とその共有化につながる。
これは将来的には in-/pre-service teacher trainingの分
野においても、少なからず影響をもたらすであろう。
以上、学習メディアとして IWB を利用した効果を、
将来的な展望も交えて考察した。しかし、IWB に代表
される ICT の活用は、従前からある黒板やリアリアな
どに代表されるアナログ形式の従来型の学習メディアを
駆逐するのか。これは考えにくい。
視聴覚メディアが教育現場に導入されて半世紀近く
なったが、以降の教育機器はすべて電気が関与する。極
端な言い方をすれば、電気がなければ、すべてなしのつ
ぶてだ。やはり、従前からのアナログ形式の学習メディ
アの使用にも、教員は常にエキスパートとしての準備が
必要だ。教員が一方的に情報を伝達する一斉授業の場面
もある。やはり中等教育現場の教員に特に期待される授
業力、言い換えると効果的な teacher talkを実践できる
のか、効果的な板書の方法を身に付けているのか。その
ほか、クラス全体を常に意識した授業運営ができるよう
心掛けているか。ICTを含め CAIの助けを借りずとも、
より生徒の活発な授業への関与を視野に入れた学習活動
を念頭に置いて授業を進めているのか。これらの基本的
な技能をまんべんなく身に付けておく必要がある。それ
を身に付けつつ、ICT、あるいは CAI を活用する。つ
まりアナログとデジタルを適材適所に併用する教員の姿
が、平均的な学習現場での授業風景となるであろう。
 テーマ性としてのアクティブ・ラーニング
⑴ 次世代のためのアクティブ・ラーニング
テーマ性から見た場合、次期の学習指導要領のキー
ワードの一つを ICT とするなら、もう一つはアクティ
ブ・ラーニングである。本章では、なぜアクティブ・
ラーニングがキーワードとして取り上げられるように
なったのか、その経緯を考えたい。
学習指導要領の改訂に際しては、それ以前に告示され
た学習指導要領以降の教育現場の動向を確認することが
大切だ。さらに、改定された以後に考えられる学校教育
の変化を、長期的な視点に立ち、時代の流れのなかで十
分に予想することも大切だ。
まず、今回の学習指導要領の改訂に際して、前回改定
された平成20年及び平成21年以降の教育現場ではどのよ
うな取り組みがされてきたのか。前回の改定に際して
は、そのキーワードは、生きる力の育成であり、言語活
動の充実であった。特に、学力については、「確かな学
力」を育成する意味から「思考力、判断力、表現力等」
を涵養し注5)、「確かな学力」をバランスよく習得させる
ことを目標に、学習活動が行われてきた。
この「確かな学力」に向けての取り組みは、ある程度
の成果を伴ったと、国外では OECD が進めている
PISAなどの調査注6)から、国内では文部科学省・国立教
育政策研究所の調査注7)から判断されている。このよう
に考えると、前回の改定でウェイトを置かれた、思考力、
判断力、表現力という、いわゆる「学力の三要素のバラ
ンス」注8)、及び言語活動については、継続して次期の
学習指導要領のなかでも、さらなる指導方針として取り
扱うべきであろう。とりわけ言語活動については、今後
の学習活動のなかでは、大きな柱となるべきことは、自
己発表能力の育成の点からも無視はできないのではない
か。
以上は、前回改定された平成20年及び平成21年以降の
教育の流れについてである。次期の学習指導要領の改定
に際して、さらに重要なのは、この加速度的に変化する
社会において、今後の学校教育の変化を、長期的な視点
に立って、どのように考えるかだ。その展望を次期の学
習指導要領の策定に反映せねばならない。
次の学習指導要領の策定に当たり、最重要な課題は長
年論議の対象となってきた2030年問題注9)である。否、
2030年がもう、十数年後に差し迫っている今、2040年、
2050年を見通した識見が問われる。
⑵ 平成26〜27年実施の「学力・学習調査の結果」
文部科学省は次期の学習指導要領の策定に先立ち、国
立教育政策研究所と協力し、平成26年と平成27年、国語、
算数・数学、理科の教科で、小学校第学年と中学校
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第学年の全児童生徒を対象として全国学力・学習状況
調査を実施したことは、まだ記憶に新しい。これらの調
査をもとに文部科学省・国立教育政策研究所は「平成26
年度学力・学習調査の結果」、及び「平成27年度学力・
学習調査の結果」を作成した。そのなかの「教科に関す
る調査結果において見られた課題」として、平成26年の
調査結果については「学力は改善傾向にある一方で、判
断の根拠や理由を示しながら考えを述べることについて
課題が指摘されている」とまとめている（文部科学省：
2015，p. 18）。また、27年の調査結果からは「判断の根
拠や理由を示しながら自分の考えを述べることについて
引き続き課題が指摘されている」（同、p. 19）とした。
これらの調査結果から言えることは、従来から日本の
教育現場で中心となってきた teacher-centered な授業
形態のなかにも、より student-centered な授業形態を
取り入れることに、私たちはより積極的な態度で臨まね
ばならないということだ。これがアクティブ・ラーニン
グの基本的な考えである。
Teacher-centeredな授業形態とは、教員が生徒の座っ
ている位置よりも一段高い教壇に立ち、一方的に授業内
容を進める形態だ。多人数の学習者を対象に行われる一
斉授業がこのパターンである。おそらくは教科書の内容
を、教員が生徒に理解しやすく説明することで一時間の
授業は完結する。この間、発話し活動する主体は教員
だ。時には、教員は生徒に口頭で質問を与えることもあ
るだろう。あるいは、与えられた問題を黒板で生徒が解
答することもあるだろう。しかし、このように、口頭で、
あるいは黒板で回答することになった質問は、たいてい
の場合、収束的なものだ。つまり、答えの内容、あるい
はそれに至る道筋が、あらかじめ定まったもので、生徒
には、これをいかに正確に解くことが期待される。この
ような収束的な学習活動で重要なのは、生徒が最終的に
至った成果の好し悪し、つまり product の正確性であ
る。Teacher-centered な教授形態を product approach
と称するのは、このためだ。
Student-centeredな授業形態とは、主体はあくまでも
生徒である。どのような課題に対して、どのように取り
組むか、それは生徒自身が決めることだ。そして、自ら
が設定した課題の成果については、それを発表すること
がさらに期待される。当然、発表すれば、教員から、あ
るいはほかの生徒から、さまざまな感想や意見が寄せら
れることになる。これらの feedbackを参考に、生徒は
必要とあれば、自分の課題の解決に至る道筋を見直し、
回答に手直しを加えて、再度報告することで、さらなる
学習活動につながる。このような図式の学習形態は多く
の場合、少人数の生徒を対象にしたクラス運営のなかで
行われてきた。生徒に期待されるのは、いかに正確に、
また効率よく回答を導くことではない。それよりも、最
終的な課題の解決にいたる過程、つまり process であ
る。Student-centered な教授形態を process approach
を称するのは、このためだ。
文部科学省と国立教育政策研究所が実施した、平成26
年と平成27年の全国学力・学習状況調査の結果の総括か
らは、先に述べたように、「判断の根拠や理由を示しな
がら自分の考えを述べることに」対する、わが国の児童
や生徒の能力の不十分さが指摘されている。これは、こ
れまでの日本の学習形態が、多くの場合、teacher-
centeredな product approachが主流であったことに原
因する。
⑶ アクティブ・ラーニングの基本
私たちが直面する今後の社会を予想することは、大変
困難な時代となった。社会を取り巻く人々の考え方、ま
たグローバル化のなかでの人の流れ、またその潮流に逆
らうような流れも生まれる、前途多難な世相となった。
見通すことが大変困難な次世代を展望した時、それを担
う若者の育成のための基本的な考え方は、培ってきた知
識や技術を現実的な実践力として、いかに応用できるよ
うにするかである。知っていること、及びできること土
台に、これらを現実の場面でどう対応させるか。言い換
えれば、思考力、判断力、表現力を、どう実践力として
養うかである。
そのための基本的な学習指導の理念は、これまでの
teacher-centeredな教育方法にとらわれない、言ってみ
れば student-centered な教授方法を、どのように教育
現場に導入するかである。しかし、この student-
centered の教育方法の導入については、すでに平成20
年、平成21年に告示された学習指導要領には「問題解決
的な学習を重視する」注10)と書かれているし、この同じ
表現は平成10年、平成11年に告示された学習指導要領に
も見える。さらに遡って、平成元年に告示された学習指
導要領には、「生徒の興味や関心を生かし、自主的、自
発的な学習」注11)とある。
過去回に改定された学習指導要領にみられる、「問
題解決的な学習」、及び「生徒の興味や関心を生かし、
自主的、自発的な学習」とは、すなわち、次期の学習指
導要領のテーマであるアクティブ・ラーニングの言い換
えに過ぎない。しかし、これがアクティブ・ラーニング
としてクローズアップされ、テーマ化されたことの意義
を、教育現場に立つ教員は、教育方法の立場から大きな
指針として認識する必要がある。
次期の学習指導要領で student-centered な学習方法
が基本にあるアクティブ・ラーニングが、なぜテーマ化
されたのか。これに関しては、予測しがたい将来に備え
て学習者を育成するという大きな理由のほかに、別の理
由があるのを見過ごしてはならない。それは、過去回
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の学習指導要領において、この30年間にわたり言われて
いたことが、教員の認識不足もあり徹底していなかった
ことである。この点が、次期の学習指導用要領のもう一
つのテーマである ICTの導入との大きな違いである。
さて、実際のアクティブ・ラーニングの運用に向けて、
分かりやすく説明したのが図
である。生徒が課題を与
えられた時、それを完結するのに必要な一定の時間があ
る。その時間は、一コマ50分の場合もあるし、一コマ50
分の授業が何回かのシリーズで、課題が完結する場合も
ある。いずれにせよ、生徒が課題に取り組む一定の単位
時間での、teacher-centered と student-centered とのバ
ランスを図
が示す。
横軸に、課題解決の時間的な経過を示し、縦軸に課題
解決の学習活動における、教員と生徒の授業への関与度
をイメージとして表した。この図から言えることは、課
題の開始に当たっては、教員が課題の内容の指示や注意
などを伝える必要があるので、この部分は教員のほぼ
100％近くの高い関与度が必要だ。この時、生徒は指示
や注意を聞き漏らさないように耳を傾ける。しかし、一
旦、課題の解決に向けての学習が開始すれば、生徒は能
動的に授業に係り、関与度は高くなる。この間は、教員
は生徒の助言者という役割に徹することになる。しか
し、課題が終結する時には、教員はその課題の収束を伝
え、その後の段取りを連絡する。この部分では、教員の
授業への関与度はほぼ100％と高くなる。
アクティブ・ラーニングの基本として、以上のことを
念頭に置かないと、授業はかえって混乱を引き起こすこ
とになる。アクティブ・ラーニングとは、何から何まで
student-centered を要求するものではない。
 Learning styleの視点に立った ICT活用とアクティ
ブ・ラーニング
以上、ICT の活用と、アクティブ・ラーニングにつ
いて、次期学習指導要領におけるテーマ性という観点か
ら話を進めた。ここでは、学習者の learning style の視
点に立って、ICT とアクティブ・ラーニングを取り入
れた授業を考えたい。
教科指導における learning style という考え方は、
1970年代から本格的に議論されたテーマである。これは
当時としては目新しい視聴覚メディアが、盛んに学校現
場に投入された時期でもあった。時の工業技術を反映さ
せたこれらの学習メディアの効用を理論的にサポートし
たのが、この learning style という考え方である。
Learning style とは、もともと教育心理学の分野で使
用された用語で、学習者が新たな情報に接した場合、そ
れを理解し、記憶にとどめ、後の学習活動に活かす過程
の様を意味する。この learning style は学習者によって
一様ではないばかりか、同じ個人でも年齢によって異な
るとされている。また、性別によっても異なる、ともさ
れている。いずれにせよ、これは生来ある程度方向づけ
されていると考えられており、また、長年にわたる学習
習慣によって定着したもので、教えられる方法や学習す
る領域による影響は少ないとされている。
例えば、学校で新しい事柄について学ぶ場合、それを
文字を媒体にして、すなわち目を通して理解できるのを
得意とするタイプの人（visual type）や、それを講義形
式で、すなわち耳を通して理解できるのが性に合ったタ
イプの人（auditory type）に分けることができよう。
Learning style については、今、例として紹介した
visual、auditory のほか、tactile、group、kinesthetic、
individual のつに分けて考えたのが Kinsella（1995）
である。このようにつに分けて考える以外にも、
field-dependence と field-independence に分ける方法な
どが知られているが、ここでは Kinsella の分類方法を
例に取り説明する。Kinsella によれば、visual と
auditory はすでに説明したとおりである。Tactile な
learning style とは実際に手で触れたり、実験や模型の
作成などでの学習のことで、hands-on learning がこれ
に該当する。Kinestheticな learning styleは身体の動き
を伴って学習することで、役割練習など教室内での身の
動きを伴った活動のほか、野外活動も含まれる。
Individualとは、ペア・ワークやグループ・ワークより
も、一人でじっくり学習することを好むタイプである。
Group とは、まさにこの反対で、どちらかというとペ
ア・ワークやグループ・ワークを好むタイプである。
以上のように、学習者には個人それぞれの得意とす
る、あるいは性に合った learning style がある。教員は
このことを認識する必要がある。例えば、教員が授業
中、学習者に対して新しい情報を与え、そしてこれを学
習し、習得させようとする場合を考えよう。ただ喋るだ
けでは、auditory タイプの学生には良いかもしれない
が、そのほかの learning style の方が性に合った生徒に
は、不向きだということになる。つまり、visualのタイ
プの学習者には、教員のしっかりとした板書が要求され
ることになる。あるいは、tactile のタイプの人が多いよ
うな学習環境では hands-on を活用した学習活動が必要
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になる。
つまり、いくら教員が teacher talkにたけた人であっ
ても、板書の使用方法を会得した人であっても、教員が
一つの授業スタイルに固執していたのでは、学習者には
様々な learning style の人が混在していることを考える
と問題が残る。さらに、学習者の側に立てば、一つの授
業単位（中等教育の現場では 50分が多いが）の間、教
員が同じ授業スタイルで授業を続けるのも、学習者への
心理的な負担が大きい。たとえその授業スタイルが、特
定の生徒の learning style に合っていても、このような
授業スタイルには学習者は拒否反応を示すであろう。つ
まり、教員にも様々な授業スタイルを、教育の方法・技
術という視点から習得しておくことが求められる。それ
が、結局は生徒一人ひとりを大切にした教育技術の向上
に結び付く。
以上のような観点が、テレビや録音機、さらに家庭用
ビデオが一般家庭に普及し始めた時代の1970年代に、教
育現場に登場した視聴覚メディアの活用への理論的なサ
ポートとなった。そして、視聴覚メディアの導入によ
り、教員にとってより幅の広い教育方法が可能となり、
それだけ学習への教育的な効果もある、とされた。
その視聴覚メディアも、時代の流れとともに、CAI
に、さらに ICT に移り変わり、その上にアクティブ・
ラーニングという教授概念も加わった。しかし、これら
の背景にある教育の方法・技術の視点に立った基本的な
考え方は、類似している点が多いことに気が付く。ま
た、1970年代に一般に普及したメディア機器が、そのま
ま教育現場での視聴覚メディアの導入となったことを思
うと、次期の学習指導要領のテーマである ICT、及び
アクティブ・ラーニングに関しても、同様に考えること
ができる。急速に発展している情報、通信関連の技術
と、同じように予想をはるかに上回って進展するグロー
バル化社会が、教育の方法・技術に影響したのである。
この情報通信の進展が私たちの日常の隅々にまで及んで
いるなか、学習者も、またそれを取り巻く周りの環境も、
その機器の使用に慣れ親しんできているという社会的な
事実がある。このような事実を背景にして言われ始めた
のが、ICT の学習活動への応用であり、また、経済界、
産業界のグローバル化を念頭に置いた教育方法がアク
ティブ・ラーニングだと考えることもできる。
	 言語活動の充実の視点からの今後の教育方法
⑴ 教科の枠を超えた言語活動とは何か
平成元年以降、中学校及び高等学校の学習指導要領は
回改訂されている。これらの学習指導要領には総則が
ある。そのなかに項目建てされている「指導計画の作成
に当たって配慮すべき事項」には、学校生活全体を通し
て、又は各教科を通して、言語活動の活性化のための具
体的な方針が盛り込まれている。言語活動については、
本稿でもすでに触れてきたが、本章では、この言語活動
の充実という視点から、今後の教育方法を考えたいと思
う。
学習指導要領の総則で言う言語活動とは、いわゆる外
国語を使っての言語活動ではない。各教科の学習活動に
おいて、学習者が新たな知識や技術を習得し、活用し、
探求する過程で必要とされる、母語を駆使する能力があ
るはずだ。この能力を育てるのが、学習指導要領の総則
で言われている、言語活動である。
こ の 言 語 活 動 は 広 く、思 考 力、判 断 力、表 現
力注5)、注10)を育成する礎石であることが、文部科学省に
設けられた第	期教育課程部会である教育課程企画特別
部会が平成27年に提出した『論点整理』注8)で示されてい
る。そのなかで、ここで言う言語活動を充実させるため
に、各教科で必要な学習活動の例として、表で示した
つが提示されている。
上に掲げたつの学習活動が可能になるような学習風
景として、どのような場面が想像できるのか。教員が黒
板の前に立って、一方的に情報を学習者に提供すると
いった、従来型の状態では到底、起こりえないであろう。
縦横に整然と机を並べた学習者を対象に、同じ情報を
同時に教員が伝える、すなわち一斉授業のスタイルで
は、上に掲げたような学習活動は不可能である。それよ
も、学習者が peer どうし、ペアやグループのなかで自
由に意見を交換することで可能であろう。そこには、小
さなホワイトボードを使用することで、自分の意見や考
えを文字や図表を用いて的確に伝えようとする学習者の
姿があるだろう。あるいは付箋を貼ったカードやメモ
を、グループごとにくっつけた机の上で、学習者が情報
を出し合いながら分類ごとに分けようとする学習者の姿
があるだろう。このような学習場面を想定したのが、表
の言語活動である。
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（文部科学省：2015，15）
表：教科の枠を超えた言語活動の例
①体験から感じ取ったことを表現する
②事実を正確に理解し伝達する
③概念・法則・意図などを解釈し、説明したり、活用
したりする
④情報を分析・評価し、論述する
⑤課題について、構想を立て実践し、評価・改善する
⑥互いの考えを伝え合い、自らの考えや集団の考えを
発展させる
  Page 20 18/02/01 15:50
⑵ 言語活動における ICTの活用
表で表現されているような教科の枠を超えた言語活
動が可能な状況とは、従来の教員による一方向的な講義
形式の教育とは全く異なる学習形式である。学習者が自
らの発見、問題解決、体験、調査などを通して得た情報
を、クラス全員を対象にしたスピーチやディベートの場
で、あるいはグループ・ワークでの討論の場で、自分の
言葉で、聞き手に説明し、説得することにより、自己を
啓発する学習形式である。
このような活動において、どのような ICT の活用の
場面が想定されるのか。従来ならクラス全体を前にした
場面で、黒板やホワイトボード、そしてポスターを使用
して、文字や図表を提示したが、これらはすべて ICT
を利用することができる。しかも、必要なら音声も動画
も、同時に提示することができる。また、IWB を利用
することで、提示後の feedbackから得たヒントを、以
降の活動に役立てることができる。このようにすること
で、学習者はより効果的な言語活用に従事することがで
きるであろう。
クラス全体を前にした意見発表の準備としてのグルー
プ・ワークの場面でも、ICT は同じように利用するこ
とができる。ことにグループ・ワークの場合、学習者は
端末を利用して、補足したい情報があれば幅広い情報網
から検索し、これを補うことができる。そして、それを
グループで様々な角度から討論し、グループ内での、あ
るいはクラス全体の場での言語活動に役立てることがで
きる。
⑶ 言語活動におけるアクティブ・ラーニングの一環と
してのグループ・ワーク
表では、教科の枠を超えて言語活動の育成を図る具
体的な学習形態が描写されている。この表のなかの①〜
⑥の項目は、アクティブ・ラーニングを構成するグルー
プ・ワークの学習内容を、端的に表現している点で、大
変、興味深い。この章では、グループ・ワークを、教育
の方法・技術の見地に立って、その付随的な効果と実施
に当たっての留意点を論じたい。
表の各項目で目標とする最終的な場面を想像したい。
それぞれの学習者が、臆することなく、クラスの生徒を
前にして、自分の考えを展開できる姿である。しかし、
いきなり、どの学習者も全体の peer を前に、自信を持っ
て、自分の意見や主張を提示することは期待できない。
それを可能にする一つの教育方法としてのアプローチ
が、ペア・ワークでありグループ・ワーク、つまり
peer間での作業である。（以下、特に断らない限り、ペ
ア・ワークとグループ・ワークを単にグループ・ワーク
と呼ぶ。）これらの作業形態には、二つの側面が考えら
れる。一つは、前述した learning style としての学習活
動であり、もう一つは、将来的により多人数のグループ
（すなわちクラス全体）を対象とした時の言語活動を見
据えた準備段階としての学習活動である。
Learning style の一つとしてのグループ活動は、次の
ように考えられる。私たちは、一人で本を読んだり、人
の話を聞くことによって、新たな知識や見識をえるのが
基本である。しかし、同じものを読んでも、話を聞いて
も、そのとらえ方によって得る知識や見識は、人によっ
て異なることもある。異なったものの見方を交換するこ
とで、人は、自分自身で気づかなかった、新たな見識を
持つことができるし、あるいは、不透明だった自分の意
見を、より明確にすることもある。この学習の過程が
learning style としてのグループ学習である。
この一つ目の、グループ・ワークの学習効果が基礎に
なるのであるが、学習指導要領ではこの点にあまり触れ
られることなく、もっぱら言語活動の面を強調してい
る。
さて、グループ・ワークを learning style の一つとし
てとらえるのか、言語活動の育成の手段としてとらえる
のかは別にして、グループ・ワークの付随的な効果、及
びその留意点をここでは指摘したい。
付随的な効果として、クラスの雰囲気の転換、学習者
の課題へのより深い関与、教員による学習者への個人指
導の充実、などがあげられる。
クラスの雰囲気の転換とは、次のようなことを言う。
教室内のインタラクションには様々な形態が考えられ
る。通常は教員が学習者全員を対象とした、一斉授業が
多い。この形式は、教員が説明や指示を与えるときに用
いられる。しかし、学習者のなかには別のインタラク
ション、つまりグループ・ワークによって、より動機づ
けられ、新鮮な気分で学習に臨める者もいるかもしれな
い。特に、一斉形式では思ったような成果が上げられな
かった学習者が、そうである。また、体育の授業後や、
朝の一時間目の授業や、昼食後すぐの授業では、一時間
中、教員の話に聞き入ることが、身体的にも心理的にも
負担となる学習者がいるであろう。このような場合、グ
ループ・ワークは大変な助けとなる。
学習者の課題に対する、より深い関与を促すとは、以
下のことを指す。例えば、クラス全体で何かのテーマに
関して話し合っている場合、時として、大きな声で話す
活発な学習者が、クラス内の議論を支配し、ほかの学習
者は意見があっても、それをあえて出せないでいる場合
がある。このような場合、グループ・ワークは有効に働
く。
教員による学習者への個人指導の充実とは、一斉授業
では、教員から学習者個人への注意や指導は届きにく
い。しかし、クラスをグループに分けることで、個人レ
ベルで教員に目が届くことになる。また、そうすること
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で、教員と学習者の間には、一斉授業では見られなかっ
たラポートが生まれる。
次に、グループ・ワークを導入するときの留意点をい
くつか挙げたい。クラス運営上、クラス一斉の授業では
考え難い問題が生じることもある。学習者からは、教員
として容認できない行動を招くこともある。これに対処
するためにも、以下の留意点は大切だ。
とくにペア・ワークの場合に言えることであるが、ペ
アは左右に座っている学習同士で組む必要はない。前後
でも考えられる。ことに、お互いの作業を目にする必要
のない場合、あるいは見ることが学習効果を妨げると教
員が判断した場合が、そうである。
また、学習者がグループを組む相手も、いつも同じで
ある必要はない。取り組む課題により、同じ到達度レベ
ルの学習者と組む場合もあれば、違った到達度レベルの
学習者と組む場合も考えられる。
また、アット・ランダムにグループを構成することも
できる。例えば、クラス数が20名だとして、人ずつ、
つの班を作るとする。この場合、から順にまで番
号をかけ、そしての番号の学習者が第班を、
の番
号の者が第
班を、それぞれ形成することで、適宜、班
構成できる。
さらに、一部の学習者が積極的に課題に参加しないな
ら、次のようにすることもできる。各グループで、それ
ぞれの学習者に番号を決めさせる。一つの班に人がい
るなら、誰が番か、
番か、順に番目まで決めさせ
る。教員は誰が番か、
番か、知る必要はない。そし
て、各番号の学習者に、班内での役割を指示する。番
の人は司会者、
番の人は記録係、番の人は後にクラ
ス全体の場での発表者というように指示すると、グルー
プのなかで全員が参加できる。
以上の点に留意することで、より効果的なアクティ
ブ・ラーニングにつながるであろう。

 まとめ
本稿では、近々に告示される次期の学習指導要領の柱
となるテーマとしての、ICTの活用とアクティブ・ラー
ニングについて考察した。考察する過程で、これらの

つのテーマを、平成元年以降に告示されてきた度にわ
たる学習指導要領の流れのなかで、また、近年の社会的
な情勢のなかで、どのように位置付けるのか、について
も考えた。
さらに、ICTを活用するうえでの、またアクティブ・
ラーニングを実践するうえでの留意点を、より現実的な
立場から振り返った。いずれにせよ、中学校、高等学校
の教員が心しておくことは、根本にある教育の方法・技
術の視点に立って、これら二つのテーマを考えることで
ある。
すなわち、ICT の活用については、これまで長らく
あった learning style の概念の延長にあり、また、アク
ティブ・ラーニングについても、基本的には、これまで
何度となく議論されてきた student-centered という概
念そのものである。これまで基礎となってきた以上の教
育理念の延長に、ICT もアクティブ・ラーニングに位
置づけ、教育の方法・技術として取り組む必要がある。
これを基本的に理解しておかないと、教育現場には無用
の焦りと混乱を招くことになり、実施に当たっては、
却って授業者側の心理的なハードルを高めることとな
る。多忙を極める教育現場でも、これを支える教育行政
に従事する人も、この点をしっかり理解しておきたい。
でないと、ICT の活用もアクティブ・ラーニングも、
ただの標語に終わる恐れもある。
本来、学校教育というのは、新しい知識や技能を、学
習者が自分の学習のペースで、楽しく学び、習得できる
場所であるはずだ。そこには達成感を実感する学習者の
笑み、自信、そしてさらなる挑戦する気概があるはずだ。
途中の過程でつまずきを経験する学習者にとっても、こ
の笑み、自信は大きな励みになるであろう。このように
考えると、教育の方法・技術として、ICT とアクティ
ブ・ラーニングの可能性は、今後、ますます議論の対象
となるであろう。そのなかで、実現に向けてのさらなる
条件整備も話題になるだろう。本稿では直接触れなかっ
たが、クラスの定員数を含めた条件整備も、ICT の活
用もアクティブ・ラーニングの今後の展開には、大きな
影響を与える。
注）
0）平成29年
月14日文部科学省は次期学習指導要領改定案
を発表した。そのなかで、これまで「アクティブ・ラー
ニング」と呼んできたものを「多義的な言葉」として別
の言い方で改めた。本稿ではアクティブ・ラーニング
は、本文でも明言したとおり peer 学習にみられる
student-centeredな process approachと位置づけ議論の
対象とした。筆者のアクティブ・ラーニングの捉え方に
ついては、頁にある図
もご覧いただきたい。
1）1957年10月日、ソビエトは人類初の人工衛星である
Sputnikの打ち上げに成功し、続いて1958年月日に
は、第
号にも成功した。当時の冷戦構造のなか、アメ
リカを中心とする西側陣営は、自国の教育改革に着手し
た。その教育改革の一つが、当時の工業技術を教育現場
に応用することであった。
Compton’s Encyclopedia Vol. 7 : Education の項には次
のようにある。“After the shock...it stimulated interest
in the application of technology and instructional
systems to education as a means of improving student
instruction.”ここでの “the shock”とは “the Sputnik
shock”のこと。
2）平成20年告示の中学校学習指導要領、第章「総則」第
「指導計画等の作成等に当たって配慮すべき事項」
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(10)では「各教科等の指導に当たっては、生徒が情報モ
ラルを身に付け、コンピュータや情報通信ネットワーク
などの情報手段を適切かたつ主体的、積極的に活用でき
るようにするための学習活動を充実させるとともに、こ
れらの情報手段に加え視聴覚教材や教育機器などの教
材・教具の適切な活用を図ること。」とある。平成21年
告示の高等学校学習指導要領においても、ほぼ同様の記
述がある。
平成10年告示の中学校学習指導要領、第章「総則」
第「指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項」

(9)では、「各教科等の指導に当たっては、生徒がコン
ピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を積極
的に活用できるようにするための学習活動の充実に努め
るとともに、視聴覚教材や教育機器などの教材・教具の
適切な活用をはかること。」とある。平成11年告示の高
等学校学習指導要領においても、ほぼ同様である。
3）平成元年告示の中学校学習指導要領、第章「総則」第
「指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項」
(9)
では、「視聴覚教材や教育機器などの教材・教具の適切
な活用を図るとともに、学校図書館を計画的に利用しそ
のきのうの活用に努めること。」とある。平成元年告示
の高等学校学習指導要領においても、ほぼ同様である。
4）「教育の情報化に関する手引」
．「概要」を以下に引用
する。「本手引では、新学習指導要領における「情報教
育」や「教科指導における ICT 活用」、「校務の情報化」
についての具体的な進め方等とともに、その実現に必要
な「教員の ICT 活用指導力の向上」と「学校における
ICT環境整備」、また「特別支援教育における教育の情
報化」についても解説し、さらに、こうした教育の情報
化に関わる取り組み全体をサポートする教育委員会・学
校の推進体制について解説しています。」（http://www.
mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/1259413.htm）
5）平成20年告示の中学校学習指導要領、第章「総則」第
「指導計画等の作成等に当たって配慮すべき事項」

(1)では次のような記述がある。「各教科の指導に当たっ
ては、生徒の思考力、判断力、表現力等をはぐくむ観点
から、基礎的・基本的な知識及び技能の活用を図る学習
活動を重視するとともに、言語に対する関心や理解を深
め、言語に関する能力の育成を図る上で必要な言語環境
を整え、生徒の言語活動を充実すること。」
6）国際教育研究所は、日本の教育水準とその特異性を、
OECDが進めている PISAと呼ばれる国際的な学習到達
度にかかわる調査に参加している。ほかにも、国際教育
到達度評価学会（IEA）に協力し、調査を実施している。
これらの調査結果は、これまで日本の教育の成果基準を
測る物差しとして、少なからず影響を及ぼしてきた。
ことに日本語に訳され報告書としてまとめられている
PISAの調査の結果は、日本の教育政策や中央教育審議
会における議論に積極的に反映されてきた。この PISA
は義務教育が終了する15歳の生徒が有する知識や技能に
ついて、現実的な社会で直面する課題に対応できるか、
という視点に立ち、調査を実施してきた。この調査で
は、2000年以降、年ごとに、被験者の読解力、数学的
な情報操作能力、科学的な情報操作能力のつの分野に
つき、実態を明らかにし、その結果を報告した。なお、
2015年の調査では上記のつの分野のなかでも、特に科
学的な情報操作能力に焦点を当てた調査が実施された。
直近の2015年の調査は、わが国では月から	月にか
けて、高等学校、中等教育学校後期課程、高等専門学校
の年生を対象に、198校、約6600人が調査の対象となっ
た。なお、世界では72の国や地域から、約54万人が参加
している。
2015年の調査の結果は、文部科学省から「OECD 生
徒の学習到達度調査（PISA2015）のポイント」として、
「数学的リテラシー、読解力、科学的リテラシーの分
野すべてにおいて、平均得点が比較可能な調査回以降、
最も高くなっている。」と、要約されている。
7）文部科学省・国立教育政策研究所が平成27年月21日に、
国語、算数・数学、理科の教科で、小学校第学年と
中学校第学年の全児童生徒を対象とした「平成27年度
全国学力・学習状況調査」を実施した。小学校では公・
国・私立で合計20,191校、1,074,707人、高等学校では
公・国・私立で合計10,120校、1,056,921人、がこの調
査に参加した。この結果は、「学年度で標準化得点（公
立）が低い都道府県の平均を見ると、全国平均との差
は縮小傾向にあり、学力の底上げが進展している。」と、
要約されている。
8）文部科学省が、次回の学習指導要領の改訂を前に、その
指針を討論する委員会を設けた。それが教育課程部会教
育課程企画特別部会（第	期）であるが、この委員会は
平成27年月26日に「教育課程企画特別委員会論点整
理」を提出しが、そのなかで、現行の学習指導要領の
テーマのキーワードである、「思考力、判断力、表現力
等」の理想像として「学力の三要素のバランス」という
表現が各所で見える。
9）総務省統計局「日本の統計 2014」では、日本の人口の
推移と将来人口について、2030年には少子高齢化の進行
により、日本の総人口の30％が65歳以上の高齢者とな
る。併せて、15歳以上64歳未満の生産年齢人口が、2010
年の8,173万人より、2030年にはその83％の6,773万人に
減少するという。また、世界の GDPに占める日本の割
合について、2010年では、5.8％であったのが、2030年
には3.4％にまで減少するという。
10）平成20年告示の中学校学習指導要領、第章「総則」第
「指導計画等の作成等に当たって配慮すべき事項」

(2)では次のような記述がある。「各教科の指導に当たっ
ては、体験的な学習や基礎的・基本的な知識及び技能を
活用した問題解決的な学習を重視するとともに、生徒の
興味・関心を生かし、自主的、自発的な学習が促される
よう工夫すること。」
また平成10年告示の中学校学習指導要領、第章「総
則」第「指導計画等の作成等に当たって配慮すべき事
項」
(2)では次のような記述がある。「各教科の指導に
当たっては、体験的な学習や問題解決的な学習を重視す
るとともに、生徒の興味・関心を生かし、自主的、自発
的な学習が促されるよう工夫すること。」
11）平成元年告示の中学校学習指導要領、第章「総則」第
「指導計画等の作成等に当たって配慮すべき事項」

(2)では次のような記述がある。「各教科の指導に当たっ
ては、体験的な活動を重視するとともに、生徒の興味・
関心を生かし、自主的、自発的な学習が促されるよう工
夫すること。」
決まった定義はないが、ここでは Learning Styles の
観点から、学習者が新しい知識や技能を習得する過程
で、視覚、聴覚、体得、集団学習、個人学習などの多岐
にわたる方法を有機的に利用し、学習者が中心となる課
題解決型の学習、と定義したい。
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